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病院建設基本設計業務委託特記仕様書 

 

Ⅰ 業務概要 

 （１）業務名称  田村市新病院・厨房施設 基本設計業務 

 （２）業務内容  新病院建設 基本設計業務 

 （３）履行期限  契約日より令和３年５月２８日（金）まで 

 （４）業務対象施設  Ⅱ（３）に示す各施設とする。 

 

Ⅱ 設計業務 

 （１）業務種別 

   １ 本業務の種別は以下による。なお、詳細は、（５）業務仕様による。 

    ・建築基本設計に関する標準業務 

・電気設備基本設計に関する標準業務 

    ・機械設備基本設計に関する標準業務 

  ・外構工事基本設計に関する標準業務 

     

 

   ２ 配置技術者に関する要件は、以下のとおりとする。 

    ・管 理 技 術 者： 100 床以上の病院の新築又は増改築（一部を除く）の基本設計を含む

設計業務を総括的な立場又は建築（意匠）担当主任技術者として実績

を有する建築士法第 2 条第 2 項に規定する一級建築士 

    ・建築意匠主任技術者：建築士法第 2 条第 2 項に規定する一級建築士 

    ・構 造 主 任 技 術 者：建築士法第 10 条の 2 の 2 に規定する構造設計一級建築士 

    ・電気設備主任技術者：建築士法第 2 条 5 項に規定する建築設備士 

    ・機械設備主任技術者：建築士法第 2 条 5 項に規定する建築設備士 

     

※「建築意匠主任技術者」及び「構造主任技術者」は、当該業務を遅滞なく円滑に履行できる

場合であれば兼任を可とする。 

※「電気設備主任技術者」及び「機械設備主任技術者」も同様とする。 

※建築意匠主任技術者は、設計業者と直接的かつ恒常的な雇用関係であることを要するが、「構 

     造主任技術者」、「電気設備主任技術者」及び「機械設備主任技術者」は、協力事務所から配 

     置することができる。 

 

 （２）工事費 

    約２９億円（本体建設工事、付帯設備工事、消費税含む。） 

 

 （３）計画施設概要 

   １ 施 設 名 称  たむら市民病院 

   ２ 敷地の場所  福島県田村市船引町船引字屋頭清水 115 番 1 他 
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   ３ 施 設 用 途  平成 31 年国土交通省告示第 98 号別添二第十号 第 2 類 

   ４ 敷 地 面 積  約 12,000 ㎡ 

   ５ 規 模  基本設計の内容により変更もあり得る。 

    ①病 院 施 設 

     ・病床数  50 床（一般病床） 

     ・想定延面積  6,400 ㎡ 

     ・階 数  地上 3 階程度 

     ・構 造  検討結果により決定する。 

     ・耐震安全性の分類 

      （1）構 造 体  Ⅱ類 

      （2）非構造部材  A 類 

      （3）建 築 設 備  甲類 

    ・立地条件等 

(1)都市計画区域  区域内 

(2)用 途 地 域  指定なし 

(3)上  水  道   整備予定 

      (4)下   水   道   整備予定 

           (5)ガ        ス  ＬＰガス 

 

    ②外 構 

     ・側溝、駐車場、通路、駐輪場、植栽等 

 

    ③その他 

     ・病院棟と隣接する厨房施設を「通路」で接続する。 

     ・同一敷地内に認可保育所（民設民営）が建設予定。 

 

       

 

 

 

 

 （４）設計の進め方 

   １ 本特記仕様書、委託契約書及び福島県が公表している建築・設備設計業務委託共通仕様書

（R1.10.1 版）に基づき契約を履行する。 

   ２ 別紙１の設計理念に基づいて設計を進める。 

   ３ 業務を実施するにあたり、「田村市新病院建設基本計画」（以下、「基本計画」という。）に基

づき、公共建築としての目的意識をもって設計を行う。 

   ４ 受注者は、建築基準法及び建築士法等の法令上の設計者となるので、その責任を全うしなけ

ればならない。 

   ５ 設計は、建築基準法及び関係法令並びにこれに基づく命令及び条例の規定によるほか、国土

【認可保育所】 

 ■開設・運営事業者  公益財団法人星総合病院 

 ■入所規模      定員 150 名 

 ■開所（予定）    令和 4 年 4 月 
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交通省大臣官房官庁営繕部監修の公共建築工事標準仕様書及び各種設計の基準並びに標準図、

資料等による。 

   ６ 受注者は、契約締結後に業務着手届及び工程表等、以下の各号に記載する書類を監督員に提

出のうえ、業務に着手しなければならない。また様式及び提出部数は、監督員の指示によるも

のとする。 

    ① 業務着手届 

    ② 管理技術者通知書 

    ③ 主任技術者通知書 

    ④ 業務計画書 

⑤ その他本市が必要と認める書類 

   ７ 敷地を十分調査のうえ、監督員と綿密な打合せを重ねて設計を進める。また設計に係る打合

せ事項及び決定事項（関係官庁、関係機関協議等を含む。）については、書類にまとめて定期的

に提出すること。 

   ８ 基本設計は、段階ごとに設計案を提出し、監督員の確認を受けてから次の段階へ進む。 

   ９ 設計の一部について他の専門事務所に協力を求める場合は、十分な能力を有するものを選定

するとともに自らの責任において指導すること。 

  １０ 工法・材料・機器類等の選定にあたっては、価格・実績・市場の流動性・維持管理の容易性

等十分な比較検討をして採用すること。 

  １１ 特定の新技術・新工法及び特許等に関わる導入については、十分な検討を行い優位性・合理

性を有することを検証し、監督員と協議のうえ、採用すること。 

  １２ 技術情報や見積書等の収集にあたっては、特定のものに偏ることなく又、設計に利害を有す

るものから過度の技術サービスを受ける事なく自らの責任において収集すること。 

  １３ 各部門及び諸室は、基本計画に基づき、病院関係者等と協議のうえ、設計業務にあたること。

なお、各部門及び各諸室は、追加・変更となる場合があることに留意すること。 

  １４ たむら市民病院の新病院開設までの工程を把握し、業務にあたること。 

なお、「保健福祉施設整備事業工程表」を参考資料として配布する。 

  １５ 設計が終了したときは、以下の各号に記載する書類並びに、監督員が指定する設計図書の複

製を提出して審査を受け、これに基づいて所要の訂正を行い、検査を受けた後、成果品を引渡

す。 

① 業務完了届 

    ② 成果品引渡書 

    ③ その他本市が必要と認める書類 

  １６ 前項のほか、監督員の指示により白焼図を適宜提出する。 

  １７ 概略工事工程表を作成する場合は、監督員との協議完了後設計をまとめる。 

  １８ 業務を実施するにあたり、事業費について常に考慮し、監督員の指示により、平面・立面・

断面図、構造仮定断面・設備方針等を含め、概算工事費を提示すること。 

  １９ 各部門・各科ヒアリングを行い、基本設計レベルでの医療機器・情報機器との整合調整を行

うこと。 

  ２０ 特記仕様書に明記されていない事項があるときは、発注者と受注者との間で協議して定める。 
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 （５）業務仕様 

   １ 設計業務の内容及び範囲 

   （1）標準業務の内容及び範囲標準業務の内容は、以下の資料作成等を含むものとする。 

・設計条件等の整理 

     ・法令上の諸条件の調査及び関係機関との打合せ 

     ・上下水道、ガス、電力、通信等の供給状況の調査及び関係機関との打合せ 

     ・基本設計方針の策定 

     ・基本設計図書の作成 

     ・概算工事費の検討 

      ※概算工事費は、全ての工事金額が推定できる内容とする。 

     ・基本設計内容の発注者への説明等 

     ・設計内容の説明等に用いる資料等の作成（簡易な透視図、各種技術資料を含む。） 

     ・建築基準法施行令第 9 条による建築関係規定による各種申請に用いる資料の作成 

     ・工事費概算調書の作成 

     ・景観法及び建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等、設計及び建築に必要とな

る諸条件の整理、検討及び取りまとめ 

・本業務が国及び県の補助事業等に該当する場合、申請等に必要な資料作成等の補助業

務 

・建築物の構造方式（S、RC、SRC）の比較検討 

   （2）追加業務の内容及び範囲 

     ・地質調査業務 ※調査項目については、別紙２参照 

 

   ２ 準拠すべき基準等 

   （1）積算（最新版とする） 

     ・公共建築工事積算基準 

     ・公共建築工事内訳書標準書式・同解説 

     ・公共建築工事内訳書標準書式【設備工事編】・同解説 

     ・公共建築工事積算基準等の運用・資料 

     ・公共建築数量積算基準 

     ・公共建築設備数量積算基準 

   （2）仕様書（最新版とする） 

     ・公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

     ・公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

     ・公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

   （3）図書等 

     ・建築設備耐震設計・施工指針（財団法人日本建築センター） 

     ・その他 
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   ３ 成果物、提出部数等 

   （1）基本設計 

    ア 建築 

     ・計画説明書  ・仕様概要書   ・仕上概要表 ・面積表及び求積図  ・敷地案内図 

・配置図    ・平面図（各階） ・断面図   ・立面図（各面） 

・仮設計画概要書  ・構造計画説明書  ・構造設計概要書（荷重条件等含む） 

・その他（実施設計に必要な基本的事項決定するための資料及び検討書等） 

  イ 電気設備 

     ・電気設備計画説明書 ・電気設備設計概要書（各室与条件表） ・配置図 ・各階平面図 

     ・各設備系統図    ・各設備機器配置図  ・機器表 

・インフラ図 

・その他（実施設計に必要な基本的事項決定するための資料及び検討書等） 

    ウ 機械設備 

     ・機械設備計画説明書 ・機械設備設計概要書（各室与条件表） ・配置図 

・各階平面図   ・各設備系統図  ・各設備機器配置図  ・機器表 ・インフラ図 

・その他（実施設計に必要な基本的事項決定するための資料及び検討書等） 

    エ 昇降機設備 

     ・昇降機設備計画図 

    オ 外構 

・その他（実施設計に必要な基本的事項決定するための資料及び検討書等） 

    カ 工事費概算書 

     ・基本設計における工事費概算書（本体一式・外構等すべて） 

    キ その他 

     ・透視図 

     ・構造方式比較検討書 

     ・エネルギーの効率的利用についての比較検討書 

     ・地質調査報告書 

     ・工事発注方式の検討結果報告書及び仕様書案 

    ク 資料 

     ・監督員が指示する資料等（各種技術資料、各記録書等） 

 

   （2）提出部数等 

     ・提出部数、様式、縮尺等については、監督員の指示による。 

     ・監督員が指示するデータ形式及び PDF データの図面データを CD-R 等にまとめて提出す

る。 

 

   （3）留意事項 

    （ｱ）構造計算又は積算にコンピュータを用いる場合は、事前に監督員の承諾を得る。 

    （ｲ）積算は、監督員の承諾を得た設計図をもって行うこととし、国土交通省監修最新版公共建

築工事積算基準等による。 
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    （ｳ）設計図書には、特定の製品又は製造所名等を記載してはならない。ただし、これにより難

い場合は、あらかじめ監督員の承諾を受けるものとする。 

    （ｴ）特殊基礎他、特殊な工法・構造を採用する場合は、工期及び経済比較等を検討した選定理

由書を作成し、提出すること。 

    （ｵ）その他、関係法令による各種許可書及び届出書、関係機関等との打合せ記録、交付金の申

請に係る関係書類等を必要に応じて提出する。 

 

   ４ 建設副産物対策 

     受注者は、設計にあたって建設副産物対策（発生の抑制、再利用の推進、適正処理の徹底）

について検討を行い、設計に反映させるものとする。 

 

   ５ その他特記事項 

   （1） 受注者は、成果品又は成果品を利用して完成した建築物の内容を公表する場合には、あら

かじめ、発注者の承諾を得なければならない。 

   （2） 受注者は、業務の実施過程で知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。また、個人情

報を取り扱う業務を行う場合は、その取扱いについて、田村市個人情報保護条例を遵守しな

ければならない。 

   （3） 受注者は、発注者に対し、次の各号に掲げる行為を許諾するものとする。この場合におい

て受注者は、著作権法第 19 条第 1 項又は第 20 条第 1 項の権利を行使してはならない。 

     1 設計業務の成果物及び建築物の内容を公表すること。 

     2 設計業務の建築物の完成、増築、改築、修繕、維持、管理、運営、広報のために必要な範

囲で、成果物を委託者が自ら複製し、若しくは翻訳、変形、改変その他の修正をすること

又は委託者が別に第三者をして複製させ、若しくは翻訳、変形、改変その他の修正をさせ

ること。 

     3 設計業務の建築物を写真、模型、絵画その他の媒体により表現すること。 

     4 設計業務の建築物を増築し、改築し、修繕し、模様替えにより改変し、又は取壊すこと。 

   （4） 受注者は、業務の方針、条件等に疑義が生じた場合は、発注者と書面により協議しなけれ 

ばならない。この場合、受注者は速やかに協議に応じるものとする。打合せ内容は、打合せ

簿に記録し相互に確認しなければならない。 

   （5） 受注者は、設計業務を適正かつ円滑に実施するため、監督員と綿密に打合せを行い、 

その結果を打合せ簿に記録し、相互に確認しなければならない。 

   （6） 受注者は、監督員から設計業務及び成果品に対する質疑を受けた場合は、速やかにその内 

容について検討し、書面により回答しなければならない。 

   （7） 受注者は、成果品の修補について、契約約款第 33 条の定めの他、監督員から成果品の修 

補を求められた場合は、速やかに修補しなければならない。 

   （8） 受注者は、市の完了検査に合格しなかった場合は、直ちに修補しなければならない。 

なお、修補の期限及び修補完了検査については、市検査員の指示に従うものとし、修補の指

示は監督員が行い、修補完了後、再度検査を受けなければならない。 

   （9） 業務の遂行上必要な資料で、市が所有するものは、原則貸与し、業務完了と同時に返

却すること。 
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(10）  受注者は、受託期間中、すべての書類及び図面等をみだりに外部へ持ち出してはならない。 

監督員が随時作業について指示及び立合い又は検査して、必要図書の提出を要求したとき

は、直ちにこれに応じなければならない。 

（11） 業務の進捗状況報告を、必要と認めたときは、本市へ行うこと。 
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別紙１ 

設 計 理 念 

 

１ 総則 

  田村市が新たに整備する、たむら市民病院は、「田村市新病院建設基本計画」に掲げた基本理念・基

本方針に基づくほか、市民が安心して生活ができるまちづくりのため、地域の中核的医療機能を果た

すとともに、将来にわたり地域の医療・介護連携を可能とする病院とする。 

そのため、最良の医療サービスを市民はもとより、すべての病院利用者が必要に応じていつでも安

心して受けられ、また機能的でかつ景観及び環境に配慮した施設で、医療機器等の選定・整備及び将

来の機器更新が行いやすい施設とする。 

 

２ 敷地  

 ① 同一敷地内に整備される認可保育所、保健福祉厨房施設との一体的運用部分を考慮した敷地利用

とする。 

 ② 地形・地質・気象等の自然的条件による災害の防止を図り、かつ環境保全に配慮する。 

 ③ 都市計画その他法律に基づく土地利用に関する計画との整合を図り、良好な市街地環境等の形成

に配慮する。 

 ④ 施設の将来需要、敷地の有効利用、周辺環境への影響に配慮し、建築物・駐車場・緑地等の施設

を適切に配置する。 

 ⑤ 地盤の条件、土地利用計画、施工条件、環境条件等を踏まえ、当該施設・隣接施設・隣接地につ

いての問題点を総合的に検討し、その対策に配慮する。 

 

３ 施設 

  田村市新病院建設基本計画に掲げた施設整備計画を基本とし、地域性・機能性及び経済性等の観点

並びに今般の新型コロナウイルス感染症を踏まえ感染症対策機能など、総合的に勘案して設計する。 
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別紙２ 

地質調査仕様書 

 

１ 本業務は、病院・厨房施設建設地において、建築構造物の設計・施工に必要な資料を得るとともに、

地震時における地盤の振動性状を推察し、設計の基礎資料とするため、主に次の事項の調査を実施し、

調査結果を考察のうえ、取りまとめて報告すること。 

 

２ 調査項目については、下記の表の通り予定している。ただし、令和元年度に実施した保健福祉施設

整備用地の地質調査報告書を参考に、本業務委託において必要となる調査項目を整理検討し、現地の

土質状況を確認のうえ、監督員と協議し、調査項目及び数量を適正に見直すものとする。 

 

３ 土質ボーリング調査地点数 6 点（病院予定地 5 点、厨房施設予定地 1 点 15ｍ/1 点） 

名     称 形状寸法等 単位 員数 

土質ボーリング調査 
砂・砂質土 Φ66 オール

コア 
ｍ 90 

標準貫入試験 砂・砂質土 回 90 

資料整理とりまとめ  業務 1 

断面図等の作成  業務 1 

解析等調査業務、総合解析とりまとめ  業務 1 

土粒子の密度試験 3 個/1 試料 試料 6 

土の含水比試験 3 個/1 試料 試料 6 

土の粒度試験 沈降分析、粘性土 試料 6 

土の液性限界試験 4~6 点/1 試料 試料 6 

土の塑性限界試験 3 個/1 試料 試料 6 

電子成果物作成  式 1 

 

 


